

















2016 年 10 月 17 日発行 第 641 号 
CONTENTS 
アジア自動車シンポジウム 2016 のお知らせ ............................................................................................. 2 
「中国経済研究会」のお知らせ ................................................................................................................... 3 
中国経済シンポジウム 2016 のお知らせ ..................................................................................................... 4 
読後雑感：2016 年 第 23 回 小島正憲 .................................................................................................... 5 




























■京都会場  2016年 11 月 5日(土) 13時 
京都大学経済学部三番教室(法経東館 2階) 





東京大学ものづくり経営研究センター ディレクター  新宅 純二郎 
東京大学社会科学研究所現代中国研究拠点長  丸川 知雄 
 
13:20-14:40 
問題提起: 部品国産化ライフサイクル  京都大学 経済学研究科 教授 塩地 洋  
14:40-15:10 
サプライチェーンの複雑化と深層の現地化  東京大学 経済学研究科 教授 新宅 純二郎 
15:30-16:00 
日系サプライヤーの現調化基本戦略   立命館大学 経営管理研究科 准教授 佐伯 靖雄 
16:00-16:30 
現地２次サプライヤーの技術能力－深化を制約するか 桜美林大学 経営学研究科 
教授 井上 隆一郎  
16:30-16:50 
総括コメント  東京大学 社会科学研究所 教授 丸川 知雄  
 
16:50-17:00 
閉会挨拶  京都大学 経済学研究科 准教授  田中 彰 
 
17:10-18:30 
懇親会     参加費 2000 円(支援会会員は無料) 
参加の御申込は,塩地 shioji@econ.kyoto-u.ac.jp 宛に,①会場名,②氏名･所属,③懇親会出欠を御連絡くださ
い｡シンポジウムの参加費は無料,懇親会は 2000 円です｡ただし支援会会員は懇親会も無料です｡ 

















時  間： 2016年 11月 15日(火) 16：30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館地下 1階  
みずほホール AB 
テーマ：「東アジア低炭素共同体」の構築と「政策工学」の創成 




前期：4月 19日（火）、 5月 17 日（火）、 6月 21日（火）、7月 19日(火)  
















































時    間： 2016年 12月 3日(土) 14:00～18:00 
場    所： 京都大学吉田校舎時計台記念館２階、国際交流ホール 
使用言語： 日本語、中国語（日本語通訳あり） 
参 加 費： 無料 
 
 
14:00-14:10  挨拶 
文 世一（京都大学経済学研究科科長・教授)  
 
14:10-14:30 問題提起：  
劉 徳強（京都大学地球環境学堂/経済学研究科教授）「中国経済の動向と課題」   
 




15:50-16:05              コーヒーブレーク                 
 
16:05-17:00 講演Ⅱ 
   章 政（北京大学経済学院教授・生涯教育学院院長）「中国の農村発展と土地問題」 
 








会  場： 京都大学吉田校舎時計台記念館国際交流ホール 
参加費： ¥2000 円(東アジア経済研究センター支援会会員は無料、学生は 1000 円) 
 


















① ～③ 最近の長谷川慶太郎著作：３冊  ④長谷川慶太郎の月間 CD 情報１０月
号 
⑤「人口と日本経済」                   ⑥「人口でみる世界経済」  
 
①「２０１７年 世界の真実」  長谷川慶太郎著  WAC     ２０１６年８月７日 
副題：「これは単なる予測ではない、すでに見えている事実だ！」 
帯の言葉：「世界史の大転換がいよいよ始まった。そして、日本は世界のトップランナーに踊り出る！」 
②「“世界大波乱”でも日本の優位は続く」 長谷川慶太郎著 PHP 研究所 ２０１６年９月１５日 
帯の言葉：「経済面でも軍事・外交面でも日本は安泰である。なぜか？」 
③「２０１７年長谷川慶太郎の大局を読む」 長谷川慶太郎著 徳間書店 ２０１６年９月３０日 
帯の言葉：「EU 崩壊後の“新世界秩序”は日本が主導する」 













































































外国為替資金、1 0 カ月連続で減少 
中国人民銀行（中央銀行）によると、８月末の外国為替資金（外匯占款）残
高は約 23 兆 2,500 億元（約 354 兆 3,000 億円）で、前月末に比べ 1,918 億






































➄「人口と日本経済」  吉川羊著  中公新書  ２０１６年８月２５日 
副題：「長寿、イノベーション、経済成長」  帯の言葉 ： 「日本の衰退は必然？ 経済学の答






























































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012 年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013 年 7.7 9.7 11.4 2.6 19.4 2590 7.8 7.2 ▲8.6 5.3 13.6 14.1 
2014 年 7.4 8.3 12.0 2.0 15.2 3824 6.1 0.4 4.41 14.2 12.2 13.6 
8 月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9 月 7.3 8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10 月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11 月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
12 月 7.3 7.9 11.9 1.5 12.6 496 9.5 -2.3 6.1 10.3 11.0 13.6 
2015 年 6.9 5.9 10.7 1.4 9.7 6024 -9.8 -14.4 11.0 0.8 11.9 15.0 
1 月    0.8  600 -3.3 -20.0 2.2 -1.1 10.6 14.3 
2 月    1.4  606 48.3 －20.8 49.8 0.1 11.1 14.7 
 3 月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4 月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5 月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6 月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
7 月  6.0 10.5 1.6 9.9 430 －8.4 －8.2 9.6 5.2 13.3 15.7 
8 月  6.1 10.8 2.0 9.1 602 －5.6 －13.9 23.9 20.9 13.3 15.7 
9 月 6.9 5.7 10.9 1.6 6.8 603 －3.8 －20.5 5.2 6.1 13.1 15.8 
10 月  5.6 11.0 1.3 9.3 616 -7.0 -19.0 2.5 2.9 13.5 15.6 
11 月  6.2 11.2 1.5 10.8 541 －7.2 －9.2 27.7 0.0 13.7 15.3 
12 月 6.8 5.9 11.1 1.6 6.8 594 －1.7 －7.6 17.2 -45.1 13.3 15.0 
2016 年             
1 月   10.3 1.8 18.0 633 -11.5 -18.8 14.1 -2.1 14.0 15.2 
2 月   10.2 2.3  326 -25.4 -13.8 -11.3 -1.3 13.3 14.7 
3 月 6.7 6.8 10.5 2.3 11.2 299 11.2 -7.4 26.1 4.0 13.4 14.7 
4 月  6.0 10.1 2.3 10.1 456 -2.0 -10.5 21.4 2.9 12.8 14.4 
5 月  6.0 10.0 2.0 7.4 500 -4.7 -0.1 43.6 -4.8 11.8 14.4 
6 月 6.7 6.2 10.6 1.9 7.3 479 -6.1 -9.0 8.5 4.4 11.8 14.3 
7 月  6.0 10.2 1.8 3.9 502 -6.4 -12.9 -3.8 -6.2 10.2 12.9 
8 月  6.3 10.6 1.3 8.2 520 -3.2 1.4 13.2 0.5 11.4 13.0 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
